
【問合先】企画財政課 財政係
　　　　☎６５・１０８５

町税（17.1%）
11億9,185万円

財産収入・諸収入・寄附金など
（3.6%）

2億4,743万円

繰入金（0.1%）
360万円

地方交付税（31.3%）
21億8,334万円

歳 入 合 計

69億
7,414万円

分担金・使用料など（2.3%）
1億6,131万円

繰越金（5.5%）
3億8,586万円

地方譲与税・交付金など
（5.9%）

4億1,239万円

国庫支出金（20.0%）
13億9,747万円

県支出金（7.2%）
5億295万円

町債（7.0%）
4億8,794万円
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　令和4年度の一般会計の歳入は69
億7,414万円でした。その内訳は、国
や県などに頼った依存財源が71.4％、
町税などの自主財源が28.6％となっ
ています。昨年度と比較すると、依
存財源が1.9ポイント減、自主財源が
1.9ポイント増となっており、全体に
占める依存財源の割合が減少してい
ます。この依存財源の減は、住民税
非課税世帯等臨時特別給付金給付事
業や、子育て世帯への臨時特別給付
金給付事業に係る国庫支出金、町債
などが減少したことが主な要因です。
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令和4年度の町の財政状況をチェック！【
令
和
4
年
度
決
算
概
要
】

　

令
和
4
年
度
一
般
会
計
と
特
別
会
計
の
決
算
が
9
月

定
例
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
今
月
号
で
は
、
桂
川

町
の
令
和
4
年
度
決
算
概
要
を
公
表
し
ま
す
。

　

一
般
会
計
は
、
前
年
度
に
引
き
続
き
各
種
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
を
実
施
し
ま
し
た
が
、
主

に
住
民
税
非
課
税
世
帯
等
臨
時
特
別
給
付
金
給
付
事
業

費
の
減
、
子
育
て
世
帯
へ
の
臨
時
特
別
給
付
金
給
付
事

業
費
の
減
等
の
影
響
に
よ
り
、
歳
入
・
歳
出
と
も
に
前

年
度
よ
り
減
額
と
な
り
、
歳
入
は
前
年
度
に
比
べ
て

1
億
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，
７
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６
万
円
減
の
69
億
７
，
４
１
４
万
円
、

歳
出
は
４
，
６
３
８
万
円
減
の
66
億
８
，
８
９
５
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

　

自
治
体
財
政
の
健
全
化
度
合
を
示
す
「
健
全
化
判
断

比
率
」
と
「
資
金
不
足
比
率
」
は
、
早
期
健
全
化
基
準

お
よ
び
経
営
健
全
化
基
準
を
大
き
く
下
回
っ
て
お
り
、

財
政
の
健
全
性
を
保
っ
て
い
ま
す
。

　

よ
り
詳
し
い
情
報
は
、
桂
川
町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご

覧
い
た
だ
く
か
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

算決

健全化判断比率
項目 桂川町 早期健全化基準

経営健全化基準 財政再生基準

実質赤字比率 算定されず 15.00% 20.00%

連結実質
赤字比率 算定されず 20.00% 30.00%

実質公債費比率 3.5% 25.00% 35.0%

将来負担比率 0.7％ 350.0% －

資金不足比率 算定されず 20.00% －

化 比判 率健全 断
不 比足 率資金

◇実質赤字比率…一般会計等の実質赤字の比率

◇連結実質赤字比率…一般会計のほか特別会計など
　すべての会計の実質赤字の比率

◇実質公債費比率…公債費等の比重を示す比率

◇将来負担比率…地方債残高のほか一般会計等が将
　来負担すべき実質的な負債を捉えた比率

◇資金不足比率…公営企業の資金不足の比率※赤字額や資金不足額が生じていない項目は「算定されず」と表記
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（万円未満は四捨五入）
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